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は じ め に 

 

 

モニタリングサイト 1000 里地調査（以下、里地調査）にご参加いただきありがとうご

ざいます。 

すでに皆さまもご存知のように、里地里山（里山、里やま）の自然環境は過去 50 年ほど

の間に大きく変化しました。身近だった小川や草原の風景も少なくなり、そこに住んでい

たホタルやメダカ、秋の七草の姿を見かけることも少なくなりました。里地里山に生育す

る数多くの種が絶滅危惧種となり、今や最も危機に瀕している生態系の一つともなってい

ます。 

このような変化を起こした要因は実に様々です。例えば、宅地やゴルフ場などの開発に

よる直接の改変、道路開発による緑地の分断化、ほ場整備による乾田化や水路のコンクリ

ート化などが挙げられます。また一方で、減反政策や農家の高齢化・集落の過疎化等に伴

う耕作放棄や森林管理放棄なども変化を引き起こしている大きな要因です。外来種の問題

や竹林の拡大、イノシシやニホンジカなどの大型哺乳類の増加も追い打ちをかけています。 

こうした里地里山の自然環境の変化の特徴は、その要因が私たちの生活と深く関わってい

るということであり、生活様式の大きく変容している現代において、今後も大きな変化が

起こりうると予想されます。 

里地調査は、里地里山の自然環境の変化を見つめ、守り、引き継いでいくために、100

年にわたって市民の手で調査をし、保全の手立てにすることを目指したプロジェクトです。

本調査において最も重要な担い手となっているのが、このような里地里山の現状を最もよ

く身近で触れて理解されている地域の市民の皆さまです。この調査では皆さまにご協力い

ただき、調査期間を 5 年ごとに区切って全国での調査を実施します。 

 

調査を始めるに当たっては様々な準備が必要となることと思います。この「調査の手引

き」では、調査の実施にあたり必要となる事前の準備や調査実施中の注意、事務手続きや

調査結果の提出の仕方などをわかりやすくまとめたものです。まずは本書をお読みいただ

き、調査の準備を整えてください。 

日本の里地里山を守るためには皆さまの力が欠かせません。未来の世代に豊かな自然を

引き継ぐため、ご協力をよろしくお願いします。 

 

 

 

2017 年 12 月 公益財団法人 日本自然保護協会
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第 1 部：モニタリングサイト１０００里地調査の概要 

 

ここでは、モニタリングサイト 1000（以下、「モニ 1000」）全体の概要と、実施されることに

なった経緯に加え、里地調査の目的、調査体制および調査手法の概要等をご説明します。今後の

調査の参考にしてください。 

 

１．モニ 1000 とは？ 

モニ 1000 は、2002 年に国が策定した「第２次 生物多様性国家戦略」の中で提唱されたプ

ロジェクトで、正式名称を「重要生態系監視地域モニタリング推進事業」といいます。全国に

自然環境についてモニタリングする調査地を 1000 ヶ所程度設け、約 100 年という長期間にわ

たりモニタリングを実施するという環境省の事業です。調査の目的は、「我が国の代表的な生

態系の状態を長期的かつ定量的にモニタリングすることにより、種の減少・種組成の変化等を

検出し、適切な自然環境保全施策に資すること」とされています。 

調査の内容や調査地点は生態系タイプごと（森林、里地里山、湖沼、湿地、河川、海岸など）

に検討され、2017 年現在で、約 1020 ヶ所の調査地で、総勢約 6000 名の方々により、調査が

進められています。 

 

２．里地調査とは？ 

モニ 1000 里地調査（以下、「里地調査」）は、モニ

1000 のなかでも里地里山を調査対象とします。 

里地里山は、人と自然との長い間の関わりによって

作り出された変化に富む自然であり、集落やそれを取

り巻く二次林、水田や畑、果樹園などの農地、ため池、

草原など、さまざまな環境を含みます。日本全体の約

４割を占めるといわれ、多くの生き物が生育・生息す

る場として近年注目を浴びています。 

里地調査は、全国の里地里山の生態系の変化を長期

的にモニタリングし、定量的に把握することで、外来

種の侵入や希少種の減少といった異変をいち早く捉え、

調査地の保全に役立てることを目的としています。 

 

次頁から、里地調査の詳細について説明します。 

写真 1-1：コアサイト穂谷の里山 
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第 1部：モニタリングサイト 1000 里地調査の概要

３．調査地 

里地里山は広大かつ非常に多様な環境を含むため、その変化を全国レベルで捉えるためには、

複数項目にわたる総合的な調査を行うとともに、できるだけ多くの場所で調査を行う必要があ

ります。そこで、里地調査では調査サイトとして「コアサイト」と「一般サイト」の 2 種類の

調査地を設けています。 

■ コアサイト 

・ 100 年にわたる長期間、同じ場所で調査を継続する体制を目指す。 

・ 日本全国にできるだけ均等に配置されている。 

・ 豊富な在来生物相が維持されているなど健全な里地里山の環境が残されているような 

日本の代表的な里地里山である。 

■ 一般サイト 

・ 調査地をできるだけ多く設けることで、全国的な変化の傾向を把握することを目指す。 

・ 調査期間を 5 年間ごとに区切ることとし、一部の調査項目を実施する。 

 

 

図 1-1：里地タイプ約 200 ヶ所の調査サイトの分布（平成 29 年度現在） 
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第 1部：モニタリングサイト 1000 里地調査の概要

４．実施体制 

里地調査が対象とする里地里山は、従来、人との関わりが非常に深い地域です。地域の自然

の異変を捉えて、調査地の保全につなげるためには、その地域に最も関わりが深い「市民」が

主体的に調査に参加することが大切です。また前述のとおり、里地は日本全体の 4 割を占める

と言われるほど広大なため、専門家のみで調査をすることは困難です。 

そこで里地調査では、地域の自然に詳しい愛好家や、里地里山の保全活動を実践している市

民を主体として、モニタリング調査を実施しています。里地調査事務局（以下、「事務局」）は、

2005 年から(公財)日本自然保護協会（以下、「NACS-J（なっくすじぇい）」）が務め、調査全

体の設計や調査員との連絡調整、調査結果のとりまとめを行っています。 

調査をただ実施するだけではなく、調査結果を用いて対象地域をより効果的に保全するため

には、地権者と周辺住民の協力は欠かせません。可能であれば行政機関や地元の博物館、大学

などの専門家からのアドバイスも得られると、より良い調査につながるでしょう。 

 

 

 

５．調査期間 

里地調査は、100 年程度の長期にわたるモニタリングを継続することを目指しており、また

国勢調査の一環としても進めているため、5 年間を１サイクルとしています。2003 年から始

まった里地調査も、第 1 期（2003～2007 年度）、第 2 期（2008 年~2012 年度）、第 3 期（2013

～2017 年度）を経て、この度、第 4 期（2018 年～2022 年度）を迎えます。 

一般サイトに限り、5 年ごとに継続の見直しと再募集が行われます。継続的に同じ調査サイ

トで調査を実施したいと希望される方は、データの提出実績があるなどの必要条件を満たして

いる場合、必要な手続きをしていただくことで 2 期以上続けて実施することも可能です。 
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第 1部：モニタリングサイト 1000 里地調査の概要

６．調査項目 

里地調査で実施している調査項目（全 9 項目）は表 1-1 のとおりです。それぞれの調査手法

は、十分に里地里山の自然の変化を捉えられるような科学性を保ちながら、市民が中心となっ

て実施できるよう、簡単で効率的な方法に設計しています。 

具体的な調査手法は、各項目の調査マニュアルを参考にしてください。また、調査手法を野

外実習で習得する調査講習会を全国で開催していますので適宜受講して下さい。 

 

写真 1-2：水環境調査の様子（中池見湿地） 写真 1-3：人為的インパクト調査の様子（樺ノ沢）
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第 1部：モニタリングサイト 1000 里地調査の概要

 

表 1-1-1：モニタリングサイト 1000 里地調査 各項目の調査手法の概要 

項目名 目的 期間・頻度※ 調査手法 

植物相 

・草本植物を主な対象として、生態系

の基盤をなす植物相を把握 

・地域の生態系の特徴の把握 

・開発や管理放棄による環境変化の

把握 

・外来種圧の把握 

月 1 回 ・調査ルートを設定し、花や実な

ど有性繁殖器官がみられる植

物（主に草本）の種名を記録 

・景観タイプの異なる区間ごとに

環境条件（植生・人間活動によ

る影響）を記録 

鳥類 

・生態系で多様な役割を担う鳥類の把

握 

・異なるスケール（国土全体、周辺地

域、サイト内）での環境変化の把握 

繁殖期と越冬期

各 6 回（3×2 日)

・調査ルートを設定し、ルート上

の半径 50m 以内で確認された

鳥類の種名、個体数、齢、繁殖

行動等を記録 

中・大型 

哺乳類 

・生態系ピラミッドに大きな影響を与え

る中・大型哺乳類相の把握 

・サイト周辺を含めた広域的な環境変

化の把握 

・外来種圧の把握 

5 月～10 月 ・赤外線センサー付き自動撮影

カメラを使用して、中・大型哺乳

類相とその個体密度を記録 

水環境 

・生態系の基盤としての水環境の把握

・集水域での土地利用変化の影響の

把握 

・気候変動の影響の把握 

１、4、7、10 月 

（各季節 1 回～

月 1 回） 

・調査地点ごとの水位・流量、水

温、水色、ｐH、透視度を記録 

指
標
種
群 

カヤ

ネズミ 

・定期的な刈取り管理・撹乱をうける草

地の分布（面積や連続性）の評価 

6、11 月頃 

（年 2 回） 

・「球巣」の確認により、カヤネズ

ミの営巣区画の分布（位置・面

積・連続性）と、区画ごとの植生

や管理状況等を記録 

カエ

ル類 

・里地の水域と森林の連続性の評価 産卵期間中 

2 週に 1 回程度

・アカガエル類の卵塊総数を記録

・産卵場所である水辺の管理形

態と、森林との連続性を記録 

チョウ

類 

・森林や草地の植生の評価 春から秋まで 

月 2 回 

・調査ルートを設定し、ルート上

の半径 5m 以内で確認されたチ

ョウ類の種名、個体数を記録 

ホタ

ル類 

・里地の水辺の複合的な環境条件（岸

辺・水質・集水域・景観などの条件）

の評価 

成虫の発生ピー

クまで 

7～10 日に 1 回

・ゲンジ・ヘイケボタルの飛翔成

虫の分布と、発生ピーク時の個

体数を記録 

・生息地の水辺の岸辺・水中・

飛翔空間の環境条件を記録 

人為的 

インパクト 

・生態系の特徴を決定する相観植生

のタイプ・分布の把握 

・景観レベルでの人為的インパクトを

把握 

5 年に 1 回 ・現地調査や航空写真からの判

読により、相観植生図を作成 

・各植生の凡例面積を計測・記録

※積雪期や悪天候などで安全に調査ができない場合は、調査を実施しなくてかまいません。 
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第２部：里地調査への参加の手引き 

 

第２部では、里地調査の実施にあたり必要となる事前の準備や調査実施中の注意、調査結果の

提出方法やその他の諸手続き、調査結果の活用方法や利用できるサポートなどをご説明します。

調査の準備を整えるときや調査実施中にわからないことや困ったことがあったときにぜひお手

にとってご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 10

１．調査の準備 

１．調査の準備 

 

ここでは、調査を開始する前に、調査員の皆さまにご準備いただきたい事柄を記します。長

期的な調査を実施するための調査の仲間づくりや協力体制づくりをしていきましょう。 

調査の準備のために、下記の図にある項目が重要となります。次頁からこれらの項目につい

て詳細に説明をしていきます。 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

 参考 

１－１．土地の所有状況の確認と地元説明 

里地調査は、長期間にわたり特定の場所に通い続けることになります。もし調査地内で

土地の所有者がわからない場所がある場合は、調査中のトラブルを避けるために、できる

だけ調査地内の土地の所有状況についての事前確認（地権者の特定）を行ってください。 

(1) 土地の所有状況の確認 

土地の所有状況を最も簡単に知るためには、２つの方法があります。 

まず一つめは、地元の方に伺うことです。出会った方々に挨拶と調査の説明をしなが

ら土地の所有状況を伺ってみましょう。自治会役員の方など集落全体のことをよく知っ

ている方に伺えると、より多くの情報を得られるかもしれません。 

もう一つは、市区町村役場の方に伺うことです。農林地や固定資産の担当部局であれ

ば、土地のことを詳しく知っている場合も多く、これから調査を開始する際に協力が得

られる可能性があります。また地籍※1 図を作成している担当部局を頼ってみるのも良い

でしょう。ただし、地籍調査は 2016 年度末時点で国土の 50%程度しか進んでいないという状

況です。 

調査地を含む地域の地籍調査が行われているかを知るためには、下記ウェブサイト「地籍調

査 Web サイト」の「地籍調査状況マップ」で確認することができます。 

 

地籍調査 Web サイト（国土交通省）：http://www.chiseki.go.jp/index.html 

  

 

(2) 地権者への説明 

土地の所有状況が確認できたら、地権者へ里地調査の説明を行い、調査での立ち入りについ

て許可をいただきましょう。 

■ 私有地の場合：地権者の特定、個人の地権者への挨拶や説明が困難なときや、調査地が複数

の個人地権者の所有地に及ぶ場合は、その地域の公民館や自治会、区委員会の役員などに連

絡をとり、説明会などを図るのが有効です。 

■ 大学や会社などの団体組織の所有物の場合：大学の演習林や農場などが含まれる場合、また

会社の工場の敷地などが含まれる場合には、それぞれの窓口へ問い合わせし、立ち入りや調

査の許可について確認をしましょう。必要に応じて担当窓口へ届出を提出ください。 

 

 

 

私有地では、土地を所有しているにも関わらず普段はその集落にいない地権者や、地権者が特

定できない場合もあります。そのような時は、無理して連絡をとる必要はありませんが、くれぐ

れも許可をもらっていない場所への立ち入りは充分に留意してください。

※1「地籍」とは:「土地の戸籍」のこと。国土調査法に基づき、一筆ごとの土地の所有者、

地番、地目を調査し、境界の位置と面積をまとめる地籍調査が実施されている。 

  里地調査では説明に役立つツール（パンフレット、スライド資料、ポスター等）をご用意し

ております。ぜひご活用ください！ 詳細：30 ページ 
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１－２．許認可について 

 参考 

 参考 

１－２．許認可について 

(1) 保護区等が含まれる場合 

調査地内に自然公園や鳥獣保護区、史跡名勝天然記念物指定地域、保安林などの保護区等が

設定されている場合、調査実施にあたり許可申請や届出の手続きが必要になることがあります。

（例：動植物の標本採取や中・大型哺乳類調査のカメラ設置など） 

まず、調査地内に保護区等が含まれているか確認を行ってください。保護地域等の指定状況

については、それぞれの指定状況をまとめた地図によって確認することができます。 

■ 自然公園や自然環境保全地域、鳥獣保護区等：都道府県の自然環境部局が分布図を作成して

おり、インターネットで公開していることがあります。国、県、市の設営かによって管轄が

異なりますのでご注意ください。また、特別保護地区に指定されている場合には、調査立ち

入りの許可申請が必要な場合がありますので、詳細な指定状況を確認しましょう。 

■ 天然記念物の指定：市町村の教育委員会で資料を発行していることがあります。ない場合で

も地域内の指定リスト等が入手できることがあります。 

 

調査地内に以上のような保護区等が指定されている場合、各自で管轄する行政機関に問い合わ

せ、許認可の手続きを行ってください。なお、保護区の種類によっては、手続きが終了するまで

に２ヶ月から半年ほどかかる場合もありますので、早めに準備をお願いします。また、許可申請

にあたって事務局または環境省からの依頼文等、特殊な書類が必要な時は事務局までご相談くだ

さい。 

表 2-1 に保護区ごとの担当窓口と申請内容等を示しましたので、参考にしてください。 

 

（例）宮城県の鳥獣保護区特別保護地区における行為許可申請について： 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sizenhogo/tokubetuhogotiku.html 

 

(2) 国有林が含まれる場合 

国有林は日本の国土の 2割を占め、全ての都道府県に分布しています。また国有林の一部は、

目的に応じて保安林に指定されている場合があります。保安林内では、それぞれの目的に沿っ

た森林の機能を確保するため、特定の行為が禁じられています。 

調査地内における国有林の有無は、地籍図でも確認できますが、近隣の林野庁の地方森林管

理局に問い合わせると、より詳細な情報が得られます。保安林の指定状況も合わせて確認を行

いましょう。国有林内で調査を実施する際は、入林許可申請を行わなければなりません。入林

許可申請は、地方森林管理局ごとに様式が定められていますので、所定の様式を入手し、許可

申請を行ってください。 

 

国有林の分布の概要：http://www.rinya.maff.go.jp/j/kokuyu_rinya/welcome/bunpu.html 

保安林制度  ：http://www.rinya.maff.go.jp/j/tisan/tisan/con_2.html 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

(3) 公有地の場合（国有林を除く） 

国有林以外にも、様々な公有地があります。国、都道府県や市町村の所有する土地（例えば

公園、動物園、大学その他施設内など）のほか、地域の財産区（共有林）などもあります。 

■ 国や都道府県、市町村の所有する土地の場合：その土地を管理している部署に届出の有無を

確認し、必要に応じて提出してください。特に都道府県有林の場合は、国有林の場合と同じ

く、入林許可申請を行わなければならない場合がありますので、指定の書式を用いて許可申

請を行ってください。 

 

その他上記に該当しない場合でも、地権者に調査での立ち入りについての許可を頂きましょう。 

 

表 2-1 ：代表的な保護区等と担当窓口 

確認事項 担当窓口 申請内容 備考 

国有林 林野庁 入林許可申請 場合によって協定を締結す

るが必要あるため、 

各森林管理局に要確認 

県有林 地方自治体 入林許可申請 各県によるので要確認 

保安林 都道府県森林関係

部署 

保安林指定地の立木の

伐採・土地の形状変更等

の許可申請 

各県によるので要確認 

落葉の採取、枝を折ることも

左の申請が必要になります。

国立公園・ 

国定公園、 

自然環境保

全地域 

環境省地方環境事

務局（国定公園は都

道府県に申請） 

自然公園区域内におけ

る行為の許可申請・届出

具体的な条件によるので申

請の必要も含め、要確認 

希少動植物 

生息地等 

保護区 

市町村役場で確認 希少動植物生息地にお

ける行為の許可申請 

国指定、都道府県指定、市町

村指定により扱いが異なる 

史跡名勝 

天然記念物 

市町村役場で確認 史跡名勝天然記念物の

現状変更許可申請 

国指定、都道府県指定、市町

村指定により扱いが異なる 

鳥獣保護区 市町村役場で確認 鳥獣保護区特別区域内

における行為許可申請 

国指定、都道府県指定、市町

村指定により扱いが異なる 

風致地区、特

別緑地保全

地区、緑地保

全地区など 

市町村役場で確認 地方自治体による 都道府県指定、市町村指定に

より扱いが異なる。地方自治

体独自制度もあるので要確

認 

※ 中・大型哺乳類調査のセンサーカメラは、長期設置するため、工作物とみなされる可能性があ

ります。私有地・公有地ともに管理者に許可を得て、必ず必要な手続きを行ってください。 



 

 14

１－３．体制作り 

１－３．体制作り 

調査の実施には、同定スキルを磨いたり具体的な調査手法を習得したりすることも重要ですが、

継続的に調査を実施できる体制を整えることも重要になります。なるべく複数人で調査を実施し、

調査結果のとりまとめや事務手続き、成果の活用・発信などについても作業の分担をしましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 連絡担当者を決める 

とりわけ重要な役割となるのが、事務局との連絡窓口となっていただく「連絡担当者」です。

連絡担当者には主に下記の作業を担っていただきます。なお、連絡担当者の担う役割は調査を

実施する上で欠かせませんので、調査グループの場合は、連絡担当者のほかに連絡副担当者を

1 人決めてください。郵送物などはすべて連絡担当者宛に送りますので、連絡先に変更があっ

た場合は、すみやかに事務局までお知らせください。 

 

 説明会、調査講習会の申し込みを行う：決められた方法で期日内に参加の申し込みを行って

ください。調査講習会の場合は参加メンバーを確認して、まとめて申し込んでいただきます。 

 調査の実施・進捗状況を事務局に報告する：調査の継続に困難が生じた場合や、調査中の

傷害や事故、調査機材の破損や紛失、地元とのトラブル等が生じた場合には、即時連絡し

てください。 

 調査データ・名簿等の提出物を収集・管理し、提出期限内で提出する：調査データや名簿、

調査実施報告書などの提出物を特定の時期までに事務局に提出していただきます。 

（「２－２．調査の継続的な実施」（P.19）参照） 

 登録情報の変更手続きを行う：連絡担当者の変更、サイト登録時の登録情報（サイト名、団

体名と住所など）の変更、調査実施項目の変更（ある項目の実施が困難になった場合や新

たな調査項目の追加を希望する場合）が生じた場合には、所定の手続き（「２－２．調査

の継続的な実施」（P.19）参照）に従って事務局までご連絡ください。 

 アンケート協力：不定期で事業内容やデータの

取り扱い方針などに関するアンケートを実施

する事があります。その際には、他の調査員の

方々への周知やアンケートの収集へのご協力

をよろしくお願いします。 

  

連絡担当 危機管理 同定担当 広報担当 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

(2) 作業の分担体制を整える 

調査の実施には、前頁の連絡担当者だけではなく、複数人で作業を分担できる体制を整える

ことも重要です。負担を集中させないためにも、なるべく調査項目ごとに違う方が担当を担え

るようにするとともに、調査中の重大な事故を防ぐためにも可能な限り 2 人以上で調査を

実施できる協力体制を作りましょう。その他にも以下のような作業分担が考えられます。 

 

■ 調査のスケジュール管理： 

調査を多人数で実施する場合、調査日程の調整や把握、調査の

参加者名簿や緊急連絡網の作成・管理などを行うことが大切です。

しかし、これらの作業が一人に集中すると負担が大きくなります。

また、危機管理面からも複数人でこれらの情報を管理することが

推奨されます。 

 

 

 

 

 

 

 

■ 調査実施時の作業分担： 

調査の実施当日や調査に関係する作業日には、調査に関わ

る作業も分担しましょう。例えば、チョウ類調査では、チョ

ウを捕獲する人、同定を行う人、写真を撮る人、記録する人

…というように得意分野ごとに役割分担すると良いでしょう。 

 

 

 

 

■ 調査結果の集計や成果活用・広報普及の分担： 

グループのメンバーの得意なことを組み合わせると、多様

な人を巻き込み、効果的に調査結果を活用することができま

す。パソコン作業が得意な人にはデータ入力や結果を解析し

てもらったり、装飾やデザインが得意な人には得られた成果

を発信してもらったりするなど、調査結果の集計や活用をす

る際にも分担を工夫してみましょう。 

スケジュール管理の工夫！ 

・ グループ内だけで情報を共有できるインターネット上のカレンダー機能を利用して、

つねに複数人がスケジュールを確認できる環境をつくるのがおすすめです。 

（例：Google カレンダーや Facebook グループページなど…詳細は事務局にご相談ください！） 
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１－３．体制作り 

(3) 行政との協力 

この調査では、長期間にわたって特定の場所に通い続けることとなります。地元住民

からの理解を得て、調査の成果を保全に有効活用していくためにも、関係する行政機関

にこの調査の説明と調査への協力をお願いすると良いでしょう。調査予定地の景観タイ

プがどのようなものかを見極め（農地、森林、公園など）、都道府県・市町村の環境部局

や農林局、森林管理課、都市公園課、また林野庁営林署などに相談をしてみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４．ベースマップ作り 

モニタリングサイト 1000 里地調査では、調査地点や調査ルートを決め、そこで長期にわたっ

て継続調査を行います。適切な調査地点を選んだり関係者の間で情報を共有するためには、皆が

共通で使えるような基本となる地図があると便利です。この地図を「ベースマップ」と呼びます。 

ベースマップを使って各調査項目の調査地点や調査

の結果について情報共有することも多いので、1/5,000

～1/10,000 程度の縮尺の地図があると良いでしょう。 

このような縮尺の地図は、市区町村の都市計画地図

として販売されています。まずは市区町村の役場に問

い合せてみましょう。都市計画地図がなかった場合に

は、国土地理院が発行している 1/25,000 地形図を利用

しましょう。 

ベースマップは、最大でも A3 サイズ１枚で入るよう

に、縮尺を調整して作成すると便利です。 

行政機関と協力するメリット: 

・ 特に地権者と普段から関わりのある部局の担当者の協力を得ることで、調査を円滑に

実施することが可能になるでしょう。 

・ 行政機関の強みのひとつは「広報面」です。行政機関に協力いただければ、発表会の

共催や市の広報紙への記事掲載などを通じて、地域住民へ調査の取り組みをより効果

的に広報することができます。 

・ 例えばアライグマなどの特定外来種が発見されたときなどに、行政機関と日頃から調

査結果を共有できる協力体制を作っておければ、調査成果を調査地や周辺環境への保

全により有効に活用することができるでしょう。 

・ 関わる人と共通理解を得やすい 

・ 調査地の説明が簡単！ 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

 参考 

 参考 

２．調査の実施 

里地調査を実施していただく 5年間は、大きく分けて「２－１．調査の開始」と「２－２．調

査の継続的な実施」の期間に分けられます。 

２－１．調査の開始 

調査を開始するにあたって必要となる事項を以下にまとめました。 

 

(1) 調査手法の習得  ―調査マニュアルの熟読― 

事務局では、調査項目ごとに調査マニュアルを作成しています。このマニュアルには、調査

範囲や調査ルートの設定の仕方、データの具体的な記録方法、データ提出のためのまとめ方な

どについての詳細を記しています。里地調査のような広域モニタリング調査の場合、全調査サ

イトで同じ手法を用いてデータを取得することが極めて重要になります。このマニュアルは里

地調査の基本となりますので、必ず調査開始前に熟読してください。このマニュアルに基づか

ない手法で取得されたデータは受理できない場合があります。 

 

NACS-J モニ 1000 里地調査 調査方法： 

http://www.nacsj.or.jp/activities/guardians/moni1000/howto/ 
 

(2) 説明会・調査講習会への参加 

■ 説明会： 

事務局では、調査を実施される皆さまへ、この「手引き」に記された里地調査の概要や意義、

実施上の注意点、データ提出などの諸手続きについてお伝えする説明会を開きます。里地調査

の実施に必要となる重要事項の説明の場となりますので、可能な限り参加してください。 

■ 調査講習会： 

説明会とほぼ同日程で調査手法を野外実習形式で直接お伝えする調査講習会を実施します。 

里地調査の調査手法は上述した調査マニュアルを熟読することで最低限習得することが可

能ですが、調査講習会へ参加すると、以下のようなメリットもたくさんあります。 

・ 調査の手法や実施に関する悩みを事務局や専門家、調査員同士で相談でき、解消できる。 

・ 全国の他の調査サイトとの交流を持つことができる。    …など 

お近くの地域で調査講習会が開催される折には、ぜひご参加ください。 

 

これらの説明会・調査講習会は、調査を実施いただく 5年間のはじめの 3年間に集中して全国

で実施する予定です。スケジュールや開催地が決まり次第、連絡担当者へ随時お知らせするとと

もに、里地調査のウェブサイト上にも詳細を掲載しますので、そちらをご参照の上お申込みくだ

さい。 

 
NACS-J モニ 1000 里地調査 講習会・イベント：http://www.nacsj.or.jp/moni_cat/event/ 
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２－１．調査の開始 

■ 水環境調査、中・大型哺乳類調査の調査講習会の免除申請： 

中・大型哺乳類調査と水環境調査の 2 項目は、特殊な調査機材を使用するため、調査講習会

を受講した後に調査機材を貸与します。そのため、調査講習会の受講が義務となります。ただし、

既に十分な調査経験をお持ちで調査講習会を受講する必要がないと思われる方については、「調

査講習会受講免除申請書（様式３）」をご提出ください。併せて調査実績を示す資料（学会発表

の講演要旨や報告書、論文など）を提出してください（各項目個別に申請してください）。 

ご提出いただいた書類に基づき十分な調査経験があると判断された場合には、調査講習会の受

講に関わらず調査機材を貸与いたします。 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

 参考 

２－２．データの提出とその他の事務手続き 

里地調査では、特定の時期に調査の結果を入力したデータや調査員名簿等を事務局に提出して

いただきます。また、調査中に事故・怪我が生じた場合や、調査機材が破損した場合、サイトの

登録情報に変更が生じた場合などについては、所定の様式を用いてその都度ご報告していただき

ます。 

ここでは、提出していただく書類の内容や、提出期限、作成方法等について説明します。 

 

(1) 調査データ等の定期提出 

調査に参加される皆さんには、連絡担当者を通じて、表 2-2-1 に示す調査データや調査員名

簿等の事務書類を定期的に（半期に一度）提出していただきます。 

なお、今シーズン予定している調査が全て終了した場合には、締め切りを待たずご提出いた

だいて構いません。 

表 2-2-1： 定期的に提出いただく書類・データの内容と提出期限 

 前期 後期 

提出期限 8 月末 
12 月末 

（哺乳類調査） 
翌 1 月末 

調査データ 
□ 1～7 月分の 

調査データ 

□ 8～10 月分の 

哺乳類調査のデータ 

□ 8～12 月分の 

調査データ 

（哺乳類調査以外） 

事務手続き

書類 

□ 1～7 月分の 

調査実施状況報告書

 

 □ 8～12 月分の 

調査実施状況報告書 

□ 前年（1～12 月調査分）

の調査員名簿 

 

① 調査データ 

全国の調査結果を迅速に集計できるように、調査結果は基本的に電子データとして提出を

お願いしています。現地で調査記録用紙に書き込んだ調査結果を、事務局の用意した「調査結

果入力用フォーム（Microsoft 社 Office Excel 形式）」に入力して、提出します。入力用フ

ォームは、下記にある里地調査のウェブサイトから入手してください。パソコンが使えない等

の理由で電子データでの提出が困難な場合には、清書し直した各回の調査記録用紙のコピー

を代わりにご提出ください（詳細は調査マニュアル参照）。ただしその場合には、調査結果の

データベースへの登録が遅れ、報告書への掲載が次年度以降に持ち越されることがありますの

でご了承ください。地図や写真も可能な限り電子データでお送りください。 

提出期限が遅れたり、所定の記入方法に沿ってまとめられていなかったりした場合には、正

式なデータとしては登録されない可能性がありますので、注意してください。 

 

NACS-J モニ 1000 里地調査 調査方法： 

http://www.nacsj.or.jp/activities/guardians/moni1000/howto/  
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 参考 

② 調査員名簿 

里地調査では、調査中の事故に備えて、調査を行う人全員に調査ボランティア傷害保険をか

けています。この保険では、1 年間の調査期間終了後に調査を実施した人の名簿を提出するこ

とで、調査期間中に生じた事故による損失を補償するシステムになっています。 

提出していただく調査員名簿には、調査に参加した人全員の名前、調査担当項目、環境省の

業務報告書等への名前掲載の可否のほか、任意でメールアドレスを記入してください。（メー

ルアドレスについては、NACS-J の里やま関連事業や市民参加調査の情報の提供に使わせて

いただきます。） 

調査員名簿については、専用の書式を用意しています（様式１）。書式は事務局からメール

で連絡担当者にお届けするとともに、里地調査のウェブサイトからもダウンロードできますの

で、ご利用ください。 

 

NACS-J モニ 1000 里地調査 調査員の方へ： 

http://www.nacsj.or.jp/activities/guardians/moni1000/investigator/ 

 

③ 調査実施状況報告書 

里地調査では、半年に一度、調査実施状況報告書を提出していただきます。調査実施に関わ

る課題や調査結果のうち、特に重要性・ニュース性のある結果についてお書きください。調査

実施状況報告書についても専用の書式を用意しています（様式２）。書式は事務局からメール

で連絡担当者にお届けするのとともに、里地調査のウェブサイトからもダウンロードできます

ので、ご利用ください。 
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(2) 定期提出物の提出スケジュール 

調査項目により提出物が異なりますので、提出の際には各調査項目のマニュアルと表 2-2-2

を参照し、漏れがないように提出してください。 

表 2-2-2： 各調査項目のデータの提出物と提出期限 
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(3) その他の事務手続き 

次に挙げる①から④の事務手続きについては、必要が生じた際に随時、所定の様式（「５．

事務手続き書類の様式」参照）を用いて事務局までご報告ください。 

 

① 調査機材の故障・破損・紛失・盗難の際の届け出 

水環境調査と中・大型哺乳類調査では事務局から調査機材を貸与します。万が一、調査機材

に故障や破損、紛失、盗難が生じた際には、すぐに電話やメールでご報告いただくとともに、

「調査機材の故障・破損・紛失届け（様式５）」を事務局まで提出してください。担当者に過

失の無い破損・紛失については無償で代わりの機材を用意させていただきます。機材の盗難が

生じた際には、再発する恐れがありますので、事務局にお電話でご相談ください。 

カメラの故障については、事務局で対応いたしますので、まずは「調査機材の故障・破損・

紛失届け（様式５）」に故障の原因（水没、結露など）や症状（センサーが作動しない、撮影

されない）などを記入し、事務局までご提出してください。修理が必要となる場合もあります

ので、カメラ本体もお送りください。修理が終わり次第、返送いたします。 

事務局への報告は全て連絡担当者を通じて行っていただきますが、状況に応じて事務局から

調査担当者の方へ直接連絡をして状況を伺うこともあります。 

 

② 調査機材の試薬等の消耗品の充填 

中・大型哺乳類調査に必要なネガフィルムと電池については、毎年事務局から必要分を事前

にお届けします。水環境調査の pH 比色法に用いる指示薬（BTB 溶液など）については、量

が少なくなったら直接事務局まで必要分をご連絡下さい。随時、お届けいたします。 

 

③ 調査ボランティア傷害保険の保険金請求に関わる手続き 

里地調査では、調査員全員に「調査ボランティア傷害保険」をかけています（保険の内容や

適用範囲については、「６－１．傷害保険の案内」（P.40）を参照ください）。 

万が一調査中に事故や怪我が発生した場合は、連絡担当者を通じて 1 週間以内に事務局ま

でご連絡ください。あわせて連絡担当者または怪我をされた方から「事故証明書（様式４）」

を FAX・メール等ですみやかに提出してください。 

事務局から保険会社へ事故報告後、事故に遭われた方宛てに保険金請求に必要な書類を送り

ます。その後は、怪我をされた方と保険会社で直接やり取りをしていただくことになります。

怪我の完治後、保険金請求書や診断書などの必要書類を保険会社に提出することで請求金額が

支払われます。もし保険会社とのやり取りなどで疑問や問題が生じた場合には、事務局までご

相談ください。 
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④ 正式登録情報の変更、調査停止の際の手続き 

■ 一般サイトの正式登録時に登録したグループ情報等を変更する場合： 

一般サイトの正式登録時に登録したサイトの名称、グループの名称・住所等に変更が生じた

場合には、まずは事務局にご連絡ください。こちらで正式登録の内容を変更いたします。 

■ 連絡担当者や連絡先を変更する場合： 

連絡担当者・連絡副担当者や、その連絡先の変更、また調査項目を追加・削除したい場合に

は、お電話もしくはメールでなるべく早く事務局までご連絡・ご相談ください。前任の方から

後任の連絡担当者に交代される場合は、連絡担当者の担う役割やサイトの正式登録情報、調査

にかかる諸手続きについての引き継ぎをしてくださいますよう、よろしくお願いいたします。 

■ 調査の継続が困難な場合： 

どうしても調査の継続が困難となるなどの理由で一般サイトとしての登録の取り消しをご

希望される場合には、まずはお電話でご相談いただきますようお願いします。 

 

(4) 提出方法 

調査データや調査員名簿などの定期提出物、その他必要な事務手続き書類は、連絡担当者が

責任をもってとりまとめ、事務局に提出してください。特に定期的な提出物については、何ら

かの事情で提出できない時、事前に事務局までお知らせいただきますよう、お願いします。 

全ての提出物は可能な限り電子データとしてメールに添付してお送り下さい（１通あたり

の上限ファイルサイズ数は約８Mb）。なお、ご都合でメールが使えないため調査データを紙で

提出される方や、中・大型哺乳類調査のカメラ撮影データの提出などメールでお送りできない

場合は、８月、１２月、翌年１月の年３回の定期提出の際に、着払いの宅急便でお送りいただ

いてかまいません。その際には伝票の品名欄に「モニ 1000 里地調査」と明記してください。 

郵送での書類等の提出の際には、内容物が分かるよう封筒に表書きの記入をお願いします。 

 

(5) 提出場所 

提出物は、すべてメールまたは郵送にてご送付ください。 

送付先およびお問い合わせ先は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

（公財）日本自然保護協会 自然保護部 

モニタリングサイト 1000 里地調査事務局 

住所：〒104-0033 東京都中央区新川 1-16-10 ミトヨビル 2F 

TEL：03-3553-4104  FAX：03-3553-0139  

E-mail：moni1000satochi@nacsj.or.jp 

URL：http://www.nacsj.or.jp/activities/guardians/moni1000/ 
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２－３．調査実施上の注意 

２－３．調査実施上の注意 

里地調査を円滑に実施するために気をつけていただくべきことや、事務局からお貸しする機材

の取り扱い等についてご説明します。 

 

(1) 調査のマナー 

■ 地権者・周辺住民への配慮： 

調査を実施するにあたり、事前に準備するべきことは、地権者や周辺住民に調査での立ち入

りを告知することです。調査の概要を説明し、地権者に立ち入りについての了解を事前に得る

ようにしましょう。また、周辺住民に不安や誤解をあたえないよう、調査のため立ち入ること

を周知させ、調査実施の際は腕章をつけ調査を実施していることが分かるようにしてください。 

また、調査で同定などの理由で標本採取が必要な場合には、地権者の許可を得てください。 

調査中に出会った人にはきちんと挨拶をし、質問された場合には、「モニ 1000 里地調査を

実施していること」を伝えてください。里地調査の概要をまとめたパンフレットなども事務

局で用意していますので、説明されるときなどに適宜ご活用ください。 

 

■ 私有地での注意： 

地権者から立ち入りについて了解が得られなかった場合や、立ち入り禁止の表示がある場所

は、基本的に立ち入りを控えてください。また立ち入りの許可が得られている場合でも、水田

の周辺にはできるだけ立ち入らないようにし、立ち入る必要がある場合には、畦や土水路を壊

さないように細心の注意を払いましょう。 

 

(2) 危機管理 

■ 安全な調査体制の確保： 

里地調査はほとんどが野外調査であり、夜間や早朝の時間帯であったり、水辺や人があまり

立ち入らない場所で調査を実施する場合もあります。怪我や事故などの危険性は常に伴います

ので、調査を継続するためにも、調査を安全に実施することを最優先し、体調や天候が不良な

場合には迷わず調査を中止しましょう。 

また、グループの場合はなるべく 2人以上で実施しましょう。調査日程の調整・把握や、調

査の参加者名簿、緊急連絡網の作成・管理などが重要となります。さらに、全てのスケジュー

ルを把握している人が 1人以上いることが危機管理上、とても大切です。 

個人での調査の場合にも、調査時には必ず調査に出かけていることを他の方に伝えておきま

しょう。調査中の重大な事故を防ぐためにも、可能な限り 2人以上で調査を実施できるよう調

査項目の担当を分担・共有してください。 

 

■ 調査ボランティア傷害保険について： 

この調査では、調査員全員に「調査ボランティア傷害保険」をかけています。調査に不慮の

事故が発生した場合、保険の範囲内で補償を行わせていただきますので、怪我等の程度にかか

わらず、まずは事務局までご報告ください。手続きについては、「③ 調査ボランティア傷害保
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険の保険金請求に関わる手続き」（P.22）を参照ください。 

保険による補償の対象は、調査員本人が所属する調査サイトにおいて調査中に（自宅との往

復途中も含む）、急激かつ偶然な外来の事故によって怪我をされたり死亡されたりした場合と

なります。調査活動以外に負った怪我や、他サイトでの調査中の怪我、対人・対物の損害賠償

責任については補償対象となりません。保険の詳細については、「６－１．傷害保険の案内」

（P.40～P.42）を参照ください。 

また当該保険は、事務局に報告された調査員のみ対応です。事務手続きで必要となる「調査

員名簿」を作成し、提出期限（1月末）を守って必ず事務局にご提出ください（調査員名簿に

ついては、「２－２．データの提出とその他の事務手続き」（P.19）参照）。 

 

(3) 調査機材等の取り扱い 

■ 腕章について： 

この里地調査では、調査員の皆さんが着用する腕章を用意しました。調査時には、地権者や

調査地周辺の方にこの調査で立ち入っていることがわかるようにメンバーの最低一人は必ず

腕章をつけるようにしてください。もし地権者や住民の方へ事前に調査をすることをお知らせ

する場合にも、腕章をつけて調査地に入ることを伝えておくと良いでしょう。 

腕章がなくなった場合や、無料配布分以上に腕章が欲しい場合には、在庫に限りがあるため

相談となりますが、事務局までご連絡ください。 

※ 腕章は、里地調査以外で使用しないでください。また、調査員以外の方の使用も控えて

ください。もし里地調査以外でこの腕章を使っていることがわかった場合には、一般サ

イトの登録を取り消す場合があります。使用には気をつけてください。 

 

■ 調査機材について： 

この調査で使用する特殊な調査機材には、水環境調査の水質等の測定器と、中・大型哺乳類

調査のセンサーカメラおよび付属品一式があります。これらの調査機材は、調査期間中、調査

員の皆さんにお貸しするものです。高価な機材であり、在庫数も非常に少ないため、大切にご

使用ください。機材の紛失や破損等が起きた場合には、すぐに事務局までお知らせください

（「２－２.(3) ① 調査機材の故障・破損・紛失・盗難の際の届け出」（P.22 参照））。万が一

調査機材が不注意により破損・故障した場合は、有償で機材をお送りすることになりますので、

使用には十分留意してください。また、水環境調査の試薬と水色計は、熱や光により劣化して

しまい、正確な調査結果が得られなくなる場合があります。調査時以外は必ず室内の冷暗所で

保管してください。※ 調査機材は里地調査の用途以外では使用しないでください。 

 

(4) 調査の費用について 

この調査では、基本的にボランティアによって調査を実施していただいており、交通費や連

絡・通信費等については自己負担をお願いしています。ただし、上記の一部調査に必要となる

特殊機材（センサーカメラの電池、水質調査キットなど）については、事務局が購入し調査員

の皆さまにお貸しします。水環境調査の指示薬などの消耗品についても、在庫が少なくなりま

したら事務局までご連絡ください。 
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３．調査結果の活用とデータの取り扱い 

 

３－１．調査データの利用・公開方針 

この里地調査の調査データは、ご自身の調査グループで取得されたデータについてはグループ

内で自由に利用いただけます。また、新たな保全施策に結び付けていくためにも事業主体である

環境省と事務局である NACS-J も積極的に利用させていただき、できる限り公開させていただ

きます。 

毎年の調査データからは全国レベルでの里地生態系の変化を解析し、その結果を年 1 回発行

する「里地調査報告書」や「生物多様性指標レポート」に掲載します。特に重要な調査結果につ

いては定期的に発行する「里地調査ニュースレター」にも掲載し、広く発信していきます。これ

らの成果物については全て環境省生物多様性センターと NACS-J のウェブサイトにてそれぞれ

公開しており、各調査グループにはその印刷冊子体もお送りしています。 

また、下記に述べる調査データ取り扱い規約に基づき、公開の安全性が確認されたデータにつ

いては、生物多様性センターのウェブサイトにて順次公開していくとともに、各地方自治体や研

究機関から利用申請があった際に提供いたします。 

得られたデータは、環境省内や NACS-J 内での保全施策の検討にも利用しています。例えば

これまでラムサール条約への潜在登録候補湿地の選定や、各自然公園の現況把握などに利用され

ています。なお、アライグマなど侵略的外来種が新たに確認された場合など、早期の対応が必要

とされる調査結果が得られた際には、環境省から地方環境事務所を通じて県や市などの地元自治

体に直接情報提供や早期対応の要請を行っています。 

 

３－２．調査データの取り扱い規約 

里地調査では、全国的な里地里山の生物多様性に関する情報が集積されるため、その調査成果

の公表や有効活用が強く求められます。しかし一方で、データの中には絶滅危惧種の分布情報な

ど、公開には慎重を必要とするものもあります。そのため里地調査では、環境省や事務局である

NACS-J、各サイトの現地調査主体（調査グループ）など調査に関わる主体が調査データの利活

用について遵守すべきことを明文化した「モニタリングサイト 1000 里地調査データ取り扱い規

約」を定めています。データ取扱いの注意点や規約の内容、規約に関わる手続き等については「デ

ータ取り扱いの手引き」としてもまとめており、調査員の皆さまにはサイト正式登録後に別途配

布しますので、そちらをご参照ください。 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

３－３．各サイトでのデータ活用のルールについて 

調査員の皆さんは、自ら取得したデータや自分の所属する調査グループで取得したデータを利

用・公開する際、環境省や NACS-J の許可を得る必要はありません。得られた調査データは効

果的に発信し、調査地の保全のために役立ててください。 

ただし、調査データの公開にはデメリットもあります。例えば、珍しい鳥類のデータを公開し

たことで写真家が殺到して繁殖が妨害されたり、植物のデータを他の調査項目の担当者が断りな

く公開したことで盗掘が生じたり、調査データを学会で発表する前に他の調査員が先に発表して

しまったり、といった問題が起こるかもしれません。 

これらのデメリットやトラブルを避けるためには、調査データの利用・公開の方針について、

各サイトの調査員間で事前にしっかりと議論する必要があります。データの公開によって地権者

に迷惑をかけるおそれもありますので、調査データの利用・公表の方法については、地権者の合

意を得ておくことが重要です。 

各サイトで調査データの取り扱いに関するルールを作成しておけば、大きなトラブルは避けら

れるでしょう。「データ取り扱いの手引き」には、各サイトでのルール作りに役立つ文例も掲載

していますので参考にご確認ください。 
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４．調査のサポート 

 参考 

４．調査のサポート 

 

里地調査を実施していく上で、継続的な調査体制を整えることはとても重要です。さら

に、調査地やその周辺環境をより適切に保全していくために、調査の結果を皆さんが主体

的に役立てることも推奨されます。この章では、里地調査に参加される皆さんに対して事

務局が行うサポートをご紹介します。 

 

４－１．イベントの開催 

① サイト間交流会 

里地調査では、全国のサイトの調査員が集い交流を深めるための「サイト間交流会」

を年 1 回開催しています。交流会では調査員の方への調査方法に関する情報提供や、各

団体からの取り組み発表、里地調査の検討会委員等との情報交換の場などがあり、調査

員の方はどなたでも自由にご参加いただけます。 

年ごとに多少プログラムに変更がありますが、基本的なプログラムは以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

② フォローアップ研修会 

長期的に調査を実施する上で重要となってくる調査スキル（同定能力など）や調査実

施体制を強化するために必要なスキルを向上するためのフォローアップ研修会を実施し

ています。今後も、具体的な開催内容が決まりましたらお知らせしますので、積極的に

ご参加ください。また、「こうした研修会を開いてほしい」といったご意見も募集中です

ので、ぜひ事務局までお声をお聞かせください。 

 

 

NACS-J モニ 1000 里地調査 講習会・イベント： 

http://www.nacsj.or.jp/moni_cat/event/ 

  

サイト間交流会の主な構成プログラム 

■ 現地見学会    ■ シンポジウム形式の発表会 

■ 調査員ごとの発表会   ■ 分科会（調査項目ごとの報告相談会） 

※ 回によっては、“サイト間交流会”から名称を変えて開催する場合もあります。 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

 参考 

図 2-4-1：ニュースレター 

４－２．情報提供 

① 里地調査ニュースレター 

里地調査では、調査サイトの活動紹介とともに過去の調査デ

ータの解析結果やニュース性の高い調査結果を「里地調査ニュ

ースレター」（図 2-4-1）として調査員のみなさまに向けて発行

しています。これらは年 1～2 回発行しており、発行時は調査員

のみなさまに郵送でお届けします。 

バックナンバーは下のウェブサイトで閲覧可能です。 

 

NACS-J モニ 1000 里地調査 調査速報・成果： 

http://www.nacsj.or.jp/activities/guardians/moni1000/result/ 

 

 

② メルマガ「モニ 1000 里地調査連絡帳」での情報提供 

事務局から調査員の方にあてて「モニ 1000 里地調査連絡帳」というメールマガジン（以

下、「連絡帳」）を電子メールでお送りしています。連絡担当者の方には必ず配信してい

ますが、連絡担当者でない調査員の方もご希望の方はご登録いただけます（登録方法は

別途ご案内します。）なお、メールアドレスをお持ちでない連絡担当者の方には、数か月

に一度、紙面上にまとめて郵送します。 

連絡帳の内容としては、定期的な提出物のご連絡や、里地調査関係のイベント（説明

会、調査講習会、サイト間交流会など）のお知らせ、調査サイトに関するニュース、モ

ニ 1000 全体や NACS-J からのイベント情報などです。 

 

 

４－３．広報や普及活動の支援 

① メルマガ「連絡帳」を使った広報 

調査サイトの皆さまが主催されるイベント情報を事務局までお寄せいただければ、上

記の連絡帳に掲載し、全国のサイトにもお知らせすることができます。掲載できる内容

は、主にモニ 1000 に関するイベントに限らせていただきますが、調査サイト間での日頃

からの交流を生み出すため、またさらに里地調査員の方から外へ広報を広げていくため

にも、ぜひご活用ください。 

※ 時期によって連絡事項が多いために広報できない場合がございます。あらかじめご了承ください。 
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４．調査のサポート 

 参考 

図 2-4-2：モニ 1000 里地調査の

パンフレット 

② 資料・ツールの提供 

■ ポスター・パンフレット・プレゼン資料： 

事務局では、里地調査のことを説明する際に利用

いただける便利なパンフレット（図 2-4-2）などを用

意しています。調査の概要を簡単にまとめておりま

すので、調査予定地の地権者や関係行政機関に里地

調査の説明をする際や、地元集落や地域の一般の方

にむけた成果発表会などで是非ご活用ください。パ

ンフレットのほかに掲示用ポスター（図 2-4-3）やパ

ソコンを使ったプレゼンテーションに使える電子資料

などもあります。また、発表会やブース展示などを行うにあたってパンフレットを配ら

れるような際には必要部数を事務局にお伝えいただければ郵送いたします。なお、以下

の参考に示したウェブサイトでも、ポスター・パンフレット・プレゼン資料の電子デー

タをダウンロードすることができます。 

 

   
 

 

NACS-J モニ 1000 里地調査 調査員の方へ： 

http://www.nacsj.or.jp/activities/guardians/moni1000/investigator/ 

（ページ下部「広報資料」参照） 

  

図 2-4-3：モニ 1000 里地調査のポスター 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

 参考 

■ マニュアル概要版 

新しく調査の担い手として参加される方がいる場合や、地域の方へ調査の体験会など

を開かれる際には、調査マニュアル概要版をご活用ください。調査マニュアル概要版は、

調査項目ごとに調査の意義や調査の方法、調査結果からわかることなどを簡単にまとめ

てあり、紙芝居のようにお使いいただくことができます。 

調査マニュアル概要版のデータについても、下記ウェブサイトから入手できますので、

必要に応じて印刷したり、そのままプレゼン資料としてもご利用ください。 

 

NACS-J モニ 1000 里地調査 調査方法： 

http://www.nacsj.or.jp/activities/guardians/moni1000/howto/ 
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４．調査のサポート 

 参考 

図 2-4-3：「里モニ」ウェブサイト 

４－４．NACS-J からの支援 

① 相談窓口 

調査を続けている途中で調査手法や調査結果について気になる点があった場合には、調

査実施状況報告書（P.20 参照）を通じてお知らせくだされば、適宜お答えさせていただき

ます。また、保全に関わるような重要な調査結果が得られた場合や調査の実施継続に関わ

る重大な事項が発生した際は、その都度メールやお電話等で事務局まで連絡・ご相談くだ

さい。 

なお、里地調査はあくまで自然環境の変化をモニタリングすることが目的の事業となり

ますが、事務局をつとめる NACS-J（日本自然保護協会）は自然保護 NGO として各地域の

自然保護問題についてのご相談も受付けております。全国各地の事例紹介や開発案件への

対処等についてのアドバイス・支援をすることも可能です。このような自然保護活動の継

続には一般の方からのご支援が不可欠ですので、会員として応援いただければ幸いです。 

 

② 里モニ 

「里モニ」とは、里やまを中心とした身近な自然を守るための市民参加型モニタリング

を普及・支援するための NACS-J 独自のプロジェクトです。具体的には、身近な自然保全

に役立つ情報を発信する「里モニ（satomoni.com）」というウェブサイトの運営を行ってい

ます。「里モニ」ウェブサイトでは、地域の自然保全の優良事例（例：アライグマ対策や草

地の管理など）の紹介や、NACS-J や他団体が開催する里やまの保全に関するイベント情

報の発信、モニタリング調査に役立つ本や調査器具な

どの紹介を行っています。 

里地調査の連絡帳やニュースレターで紹介した全国

の優良事例も記事にして掲載しているので、過去の記

事を遡って検索したい時にもご活用ください。 

 

里モニ：http://satomoni.com/ 

 

 

 

 

「里モニ satomoni.com」にはこんなページがあります！ 

■ 里モニとは？：里モニの紹介や市民モニタリング調査の意義について掲載しています。

■ 調査の方法：日本自然保護協会から提供している様々な市民参加型調査のマニュアルや

調査票の紹介、他団体の参加型調査の紹介をしています。 

■ お知らせ：里山に関するイベント情報や保全に役立つ情報などを随時更新しています！

■ 各地の仲間：全国各地でモニタリング調査をしている市民団体を紹介しています。 

■ 調査のためのリンク集：調査に役立つインターネット図鑑や携帯電話用アプリケー

ション、調査機材や地図の取扱店を紹介しています。 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．事務手続き書類の様式 

 

 

 

（様式１）調査員名簿 ............................................................. 35 

（様式２）調査実施状況報告書 ............................................... 36 

（様式３）調査講習会免除申請書 ........................................... 37 

（様式４）事故証明書 ............................................................. 38 

（様式５）調査機材の故障・破損・紛失届け ......................... 39 
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５．事務手続き書類の様式 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モニタリングサイト1000里地調査　調査員名簿

年度
2011年4月7日更新

サイト番号

サイト名

調査グループ名

ふりがな 植物相 鳥類 水環境 哺乳類
カヤ

ネズミ
カエル チョウ ホタル

人為的イ

ンパクト

名前

報告書等への

名前掲載

 (可もしくは不

可)

担当した調査項目
（該当項目に○を、主担当者には◎をつけて下さい）

お持ちの方はメールアドレス

様式1
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５．事務手続き書類の様式 

モニ1000里地調査　調査実施状況報告書 （        　　　　　　年度　前　・　後　　期分）

サイト番号： グループ名： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

主担当者名※１ 調査実施日※2 楽しかったこと嬉しかったこと 困ったこと、NACS-Jへの要望

カ
ヤ

ネ
ズ
ミ

カ
エ
ル
類

チ

ョ
ウ
類

ホ
タ
ル
類

※進捗状況、予定を記入下さい

※１：今年度実施予定のない項目については斜線を引いて下さい。

※２：実施できなかった場合は理由をお書き下さい。

調査全体
について

指
標
種
群

人為的
インパクト

気になった調査結果

水環境

中・大型
哺乳類

植物相

鳥類

様式2
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

 
モニタリングサイト 1000 里地調査 

調査講習会免除申請書 

年  月  日 

サイト番号  

調査グループ名  

調査担当者名  

 

免除を希望する 
調査項目 水環境 ・ 中・大型哺乳類 

調査講習会の 

免除理由 

 

調査経験年数 年 
調査経験を積ん

だ際の所属団体

 

今までの 

調査実績 

（学会・研究会などでの発表実績、作成した報告書や論文等を記入） 

 

今まで使用の 

機材・機種 

 

機械の貸与 

（該当に○） 

 必要  （カメラセット・温度計・透視度計・pH 計測セット・水色計）

不必要 

備考 

 

※ 申請にはこの用紙とともに、調査実績を証明する資料（学会発表の講演要旨や報告書、論文  

など）を添付して下記の連絡先へお送りください。 

宛先 

（公財）日本自然保護協会 自然保護部 
モニタリングサイト 1000 里地調査事務局 
住所：〒104－0033 東京都中央区新川 1－16－10 ミトヨビル 2F 
TEL：03－3553－4104  FAX：03－3553－0139  
E－mail：moni1000satochi＠nacsj.or.jp 

  

様式３
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５．事務手続き書類の様式 

（FAX の場合使用） 

送信者名：         

送信者 FAX：        

 

モニタリングサイト 1000 里地調査 

事 故 証 明 書 
 

サイト番号  

調査グループ名  

 

受 傷 者 

（被保険者） 

住  所 
〒 

 
TEL   

フリガナ  

年令   
氏  名   

事故発生日時     年   月   日
 午前 

 午後 
時 分頃

事故発生場所   

事故原因、状況 

（ く わ し く 

ご記入ください） 

  

受 傷 部 位   
 通・入院病院名 

     TEL. 

自転車、原付自転車等を運転中の場合 免許証の種類          免許証番号 第         号 

（加害者がある場合は下記へご記入ください）  

 住所  

 氏名  TEL   

 

様式４
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

 

 

モニタリングサイト 1000 里地調査 

調査機材の故障・破損・紛失届け 

 

年  月  日 

サイト番号  

調査グループ名  

連絡担当者氏名  

調査担当者氏名  

調査担当者連絡先 
電話番号： FAX 番号： 

メールアドレス（あれば）： 

対象機材 
（該当するものに 
○をつけて下さい） 

水環境調査 中・大型哺乳類調査 

 

温度計 ・ 透視度計 

比色計（ ウーレ ・ フォーレル） 

pH 標準管（BTB ・ PR ・ TB  

CPR ・ BCG） 

 

 

 カメラ本体 

 保護ボックス（鉄製のケース）

ベルト 

種別 故障  ・  破損  ・  紛失  ・  盗難 

発生日  

 

状況 

 
（故障の場合は症状

の内容、破損・紛失

の場合は理由や状況

を、盗難の場合は状

況をお書き下さい） 

 

 

 

（盗難の場合のみ） 
届け出先および 
届け出番号※ 

 

※ 盗難が生じた場合には、警察に盗難届をお出しいただき、その際の届け出先警察署名および受付番号

を記入下さい。可能であればあわせて盗難届の写しをお送り下さい。 

様式５
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６．参考資料 

６．参考資料 

６－１．傷害保険の案内 

資料１：傷害保険の案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査ボランティア傷害保険 
 

1．この保険の概要 

この保険は、保険契約者に登録された重要生態系監視地域調査の調査ボランティア

（調査員）が、調査要項等に定められた調査活動中（自宅との通常の経路における

往復途上も含みます。）に、急激かつ偶然な外来の事故によってケガをされたり、死

亡されたような場合に補償されます。 

 

2．保険契約者 

公益財団法人 日本自然保護協会 

 

3．被保険者 

保険契約者に登録された重要生態系監視地域調査（モニタリングサイト 1000）の調

査ボランティア（調査員） 

 

モニタリングサイト 1000 里地調査 

調査ボランティア傷害保険のご案内 

公益財団法人日本自然保護協会 

保全研究部 モニ 1000 里地調査係 

〒104-0033 東京都中央区新川 1-16-10 ミトヨビル 2F 

TEL：03-3553-4104  FAX：03-3553-4101 

 

（株）甲南保険センター 

〒102-0072 東京都千代田区飯田橋 2-14-2 雄邦ビル 4F 

TEL：03-3264-5353(代表)  FAX：03-3264-2021 
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第 2部：モニ 1000 里地調査への参加の手引き

4．この保険で支払われる保険金の額と内容 

被保険者 1 名につき 

死亡保険金 300 万円 

後遺障害保険金 300 万円～12 万円 

入院保険金 1 日 2，000 円 

通院保険金 1 日 1，300 円 

 

・死亡保険金 保険金が支払われる事故により傷害を被り、その直接の結果と

して事故発生日からその日を含めて180日以内に死亡したとき

支払われます。ただし、後遺障害保険金が支払われている場合

には、その支払われた金額を控除して支払われます。 

 

・後遺障害保険金 保険金が支払われる事故により傷害を被り、その直接の結果と

して事故発生日からその日を含めて180日以内に後遺障害が生

じたとき、保険金額に後遺障害の程度に応じた割合を乗じた額

が支払われます。（すでに後遺障害がある状態でケガにより後

遺障害の程度が加重されたときは加重後の割合から既存傷害

の割合を控除します。） 

 

・入院保険金 保険金が支払われる事故により傷害を被り、その直接の結果と

して事故発生日からその日を含めて180日以内に医師による治

療のために入院したときは、180 日を限度として支払われます。 

 

・手術保険金 保険金が支払われる事故により傷害を被り、事故発生日からそ

の日を含めて180日以内に医師によるそのケガの治療のために

病院または診療所において対象となる手術を受けたときは、入

院保険金日額に所定の倍率（10 倍または 5 倍）を乗じた額が 1

事故につき 1 回の手術に限り支払われます。 

 

・通院保険金 保険金が支払われる事故により傷害を被り、その直接の結果と

して医師による治療のために通院したとき、事故発生日からそ

の日を含めて 180 日以内の通院に対し、90 日を限度として支

払われます。ただし、入院保険金が支払われる期間と重複して

は、支払われません。また、薬剤、診断書、医療器具の受領な

どを目的とした医師による治療を伴わない通院はお支払いの

対象になりません。 
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６．参考資料 

5．この保険で支払われない場合（おもなもの） 

・ 地震・噴火または津波 

・ 戦争・変乱・革命その他これらに類似の事変または暴動 

・ 保険契約者・被保険者の故意 

・ 保険金受取人の故意 

・ 被保険者の自殺行為または犯罪行為・闘争行為 

・ 被保険者の脳疾患・疾病または心神喪失 

・ 他覚症状のない頸部症候群（いわゆる「ムチウチ」症）または腰痛 

・ 無資格運転・酒酔い運転 

・ 山岳登山等特に危険な運動による場合 

・ 自宅内（敷地を含みます）の事故 

 

6．被保険者の通知 

保険契約者は、ご契約時に登録された被保険者名簿を保険代理店に通知することと

し、その後新たに登録された被保険者についてはその都度保険代理店に通知するこ

ととします。 

 

7．保険料の精算 

本制度における直近年度に把握した実績を保険料算出基礎数字として確定保険料契

約となります。 
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「こんなときは？」 逆引き索引 
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